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概   要 
自然地盤の多くは不飽和状態であり，間隙に水と空気が混在している三相のものになっているため，飽和

土や乾燥土に比べてより複雑な力学挙動を示している。それを正確に表現するためには水理学的特性を正

確に記述しなければならない。降雨による斜面崩壊など水分量の変化に起因した地盤挙動を正確に表現す

るためには，変形を含めた不飽和土の力学・水理学的特性を理解し，その特性を定式化する必要がある。

本研究グループでは状態変数として骨格応力と飽和度を用いた飽和・不飽和土の力学特性を統一的に表現

できる弾塑性構成モデルを提案している。本稿では，飽和度一定三軸圧縮試験を行い，得られた実験結果

より，新たに提案した水分特性曲線の精度を検証し，さらに有限変形を考慮に入れた新たなパラメータを

導入することで構成モデルの精度を向上させた。 

 

キーワード：不飽和土，三軸圧縮試験，水分特性曲線，モデル化 

 

 

1. はじめに 

 

自然界に存在する地盤の多くは，土粒子間の間隙に水と

空気を含む不飽和状態である。不飽和土は，間隙に水と空

気が混在した状態であるため，飽和土と比較して複雑な力

学挙動を示す。そのため，これまでには飽和土を対象とし

た構成則が多く提案されており，地盤の挙動予測にも飽和

土の構成則を用いることが多い。しかしながら，降雨によ

る斜面崩壊など水分量の変化が影響する地盤挙動を正確

に予測するためには，不飽和土の力学挙動をより正確にモ

デル化する必要がある。 

これまでに，Alonso et al.1)の Barcelona Basic Model (BBM)

をはじめ，不飽和土の応力～ひずみ特性を考慮した構成モ

デルがいくつか提案されている。これらの構成モデルでは，

応力変数に全応力，基底応力，あるいは Bishop の有効応

力を用いるなど著者によって異なる。一方，本研究グルー

プでは状態変数として骨格応力と飽和度を用いた飽和・不

飽和土の力学特性を統一的に表現できる弾塑性構成モデ

ル 2)を提案し，本構成モデルの精度向上に努めてきた。 

本稿では，飽和度一定条件における不飽和土のせん断挙

動を調査するために，マサ土を用いた飽和度一定三軸圧縮

試験を行った。また，実験結果より，解析パラメータを決

定し，要素シミュレーションを行った。さらにサクション

~飽和度の関係を水分特性曲線のみで表現することを可能

にし，有限変形を考慮に入れた新たなパラメータを導入す

ることで解析の精度を向上させた。 

 

2. 本稿の研究背景 

 

本研究が提案する飽和・不飽和弾塑性構成モデル
 2)は，

骨格応力（" = net + Srs）と飽和度（Sr）を状態変数とし

て用いる。ここでnet は基底応力，s はサクションを表す。

また，図 1 に示すように，不飽和土の正規圧密線（N.C.L.S.）

は飽和土の正規圧密線（N.C.L.）に平行であり，N.C.L.S.は

N.C.L.より上方にあると仮定している。この時，N.C.L.S.と

限界状態線（C.S.L.S.）は次式の関係が成り立つ。 

. . . . : ( ) ln , 0r
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p q
N C L S e N S

p p
 

 
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 
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N(Sr)と(Sr)はある飽和度での基準の平均骨格応力（pr = 98 

kPa）時における N.C.L.S.および C.S.L.S の間隙比，は圧縮

指数，p は平均骨格応力，q は偏差骨格応力，M は限界状

態時の応力比である。また，間隙比 N(Sr)は次式で与えられ

る。 

( ) ( )sr
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N N
N S N S S
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
   (3) 

Sr
s と Sr

r は湿潤飽和度と残留飽和度であり，保水性試験よ

り求められる。Nrは残留飽和度で基準の平均骨格応力 prに

おける N.C.L.S.上の間隙比である。 
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図 1 e-lnp 関係模式図 

 

3. 飽和度一定三軸圧縮試験 

 

3.1 まさ土の材料特性 

本試験には，試料として 2.0 mm 以下にふるい分けを行

ったマサ土を使用した。土の液性限界・塑性限界試験（JIS 

A 1205）の結果を表 1 まさ土の物理特性に示す。なお，

液性限界と塑性限界が求められない場合は NP（Non-Plastic）

と記述する。粒径加積曲線と締固め曲線を図 2 および図 

3 にそれぞれ示す。突き固め方法と種類は，A-a 法を用い

た。 

 

表 1 まさ土の物理特性 

Liquid limit  wL (%) NP 

Plasticity index  Ip (%) NP 

Specific gravity  Gs (-) 2.66 

Standard Proctor Maximum dry density  e (Mg/m3) 1.85 

Standard Proctor Optimum water content  wopt (%) 13.7 

 

 

図 2 まさ土の粒径加積曲線 

 
図 3 まさ土の締固め曲線 

 

3.2 三軸試験装置 

本試験に使用した不飽和土三軸圧縮試験装置の概略図

を図 5 に示す。試験装置の主な特徴は，下記の通りである。 

1) PVC(Pressure/Volume Controller)（⑯）を導入すること

で，間隙水の圧力制御に加え，体積制御を可能とした。 

2) 内部に通水経路を確保したペデスタル（⑬）を使用す

ることで供試体に影響を与えることなく PVC とビュ

レット間の通水を可能とした。ペデスタルは図 6 に

示す Barrera3)が使用したペデスタルを参考とした。ま

た，体積変化を正確に計るために，三軸試験中漏れ出

した空気を除去する空気フラッシング作業が必要で

あるが，図 4 に試験中空気フラッシングに用いられ

るペデスタルの構造概略も示す。 

3) 軸キャップ（③）にポーラスストーンとセラミックデ

ィスクを埋め込み，両面排水とすることで試験時間

の短縮を図った。 

三軸試験装置の計測系と圧力系について説明する。供試

体の軸変位はダイヤルゲージ（⑦），排水量は GDS 製の

PVC（⑯）で計測する。不飽和土の力学試験を実施する場

合，体積変化の計測は一つの課題である。間隙に空気と水

が混在している場合，体積変化を実際の供試体の変形とし

て計測しなければならない。そこで，本試験装置は体積変

化の計測を基準水面となるビュレット（②）と内セル（⑤）

の水圧の差を差圧計（⑫）で計測する二重セル方式により

行った。 

 

 

①Specimen, ②Standard burette, ③Axial cap, ④Rubber membrane, 
⑤Inner cell, ⑥Outer cell, ⑦Dial gauge, ⑧Double burette, ⑨Load 
cell, ⑩Axial cylinder (top), ⑪Axial cylinder (bottom), ⑫Differential 
manometer, ⑬ Pedestal, ⑭ Pore water piezometer, ⑮ Pore air 
piezometer, ⑯GDS PVC 

図 5 三軸試験装置の概略図 

 

軸方向・側方方向圧力は，手動または電気・空気（E-P）

レギュレータにより空気圧で制御できる機構となってい

る。軸方向圧力は，試験装置の上部に設置したシリンダー

（⑩および⑪）を介して供試体に作用させる。軸シリンダ

ーを二重構造にすることで，三軸圧縮試験のみではなく三

軸伸張試験を行うことが可能である。また，試験機下部に

昇降装置を備えており，ひずみ制御試験を実施することも

可能である。なお，セラミックディスクの空気侵入値は 1.5 

MPa である。 
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図 6 ペデスタルの通水経路3) 

 

 

図 7 三軸試験中空気フラッシングに用いられるペデスタルの概略 

 

3.3 供試体作製方法 

はじめに最適含水比より若干高い 15%の試料を高さ

11.7 cm×直径 5.0 cm のモールドを用いて，三層に分け鉛

直静的載荷によりに締固める。この時の載荷圧は，約 1 

MPa である。次に，高さ 10.0 cm×直径 5.0 cm のモールド

を用いて，供試体の高さが 10.0 cm になるように成型し，

残りの試料から供試体の含水比を測定した。 

 

3.4 試験方法 

せん断前の締固め応力経路を図 8 に示す。基底応力を

非排気・非排水状態で 20 kPa 載荷した後，排気・排水状態

に切り替え，間隙空気圧を載荷することで所定のサクショ

ンを載荷する。排水量が安定したところで，基底応力を 50 

kPa まで上昇させる。排水量の安定を再度確認し，飽和度

一定制御に切替えて，ひずみ速度 0.0025%/min でせん断を

開始する。本稿では，目標の初期サクションが 10，30，50 

kPa の 3 種類を 2 ケースずつ，計 6 ケース実施した。 

飽和度一定制御は，間隙空気圧一定の状態で，供試体か

らの排水量を間隙水圧の増減によって調整する Burton et 

al.4)が提案した手法を採用した。飽和度一定に制御するた

めの条件式を以下に示す。 

(init.) 0w r vdV S dV   (4) 

ここで，dVwは間隙水の体積変化，Sr(initi.) dVvは初期飽和度

と間隙の体積変化の積である。 

 

 
図 8 せん断前の締固め応力経路 

 

3.5 試験結果 

飽和度一定三軸試験に用いられた供試体物性値を表 2

に示す。ここで，「供試体作製時」は初期圧密を開始する

時点での供試体物性値，「試験開始時」は全ての圧密が終

了し，せん断試験を開始する前の時点での供試体物性値，

「試験終了時」は最後の目標値に到達した時点での供試体

物性値を意味する。 

これらの結果より，初期サクションが低下するとともに，

試験開始時の飽和度は上昇する傾向が観察できる。これは

サクションが低下すると，含水比が高くなったと考えられ

る。 

 

表 2 供試体物性値 

 供試体作成時 試験開始時 試験終了時 

Case w0 (%) e0 (-) Sr0 (-) w0 (%) e0 (-) Sr0 (-) wf (%) ef (-) Srf (-) 

s50-1 15.0 0.611 0.65 11.0 0.558 0.52 11.6 0.586 0.52 

s50-2 14.3 0.629 0.61 11.1 0.571 0.52 11.2 0.577 0.52 

s30-1 14.8 0.622 0.63 11.4 0.569 0.53 11.6 0.579 0.53 

s30-2 14.7 0.608 0.64 11.3 0.536 0.56 11.4 0.541 0.56 

s10-1 14.4 0.610 0.63 11.9 0.549 0.59 11.9 0.550 0.59 

s10-2 14.3 0.612 0.62 12.7 0.557 0.60 12.6 0.556 0.60 

 

飽和度～軸ひずみ関係を図 9 に示す。これより，飽和度

は軸ひずみが増加しても一定であり，せん断中に飽和度を

一定に制御ができていることが分かる。 

軸差応力～体積ひずみ～軸ひずみ関係，軸差応力・骨格

応力比～体積ひずみ～軸ひずみ関係を図 10 に示す。図 10 

(a)より，最大軸差応力は飽和度が低いほどが大きくなる傾

向にある。また，体積ひずみはせん断開始直後にバラつき

がみられるが，圧縮から膨張に転じる傾向にあり，膨張に

転じた後の膨張量は飽和度が低いほど大きくなる。図 10  
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図 9 飽和度一定三軸圧縮試験の飽和度～軸ひずみ関係 

 

 

図 10 飽和度一定三軸試験結果 

 

(b)より，飽和度が異なるケースにおいても，軸差応力・骨

格応力比は同様な値になることが分かる。 

飽和度一定三軸試験を基底応力と骨格応力で整理した

応力経路を図 11 に示す。図中の黒色の実線は，試験結果

から推定した限界状態線である。図 11 (a)より，基底応力

した場合の限界状態線の傾きの値は応力経路によって異

なる。一方，図 11 (b)より骨格応力で整理した限界状態線

の傾きの値は一定値の 1.59 であり，骨格応力で整理した

方がより合理的に不飽和土の力学特性を統一的に表現で

きることが明らかになった。 

サクション～軸ひずみ関係，排水量～軸ひずみ関係を図 

12 に示す。図 10 の結果から，供試体が圧縮から膨張に転

じることが確認されたが，図 12 (b)の排水量においても圧

縮・膨張に対応して排水から吸水に転じていることが分か

る。また，図 12 (a)より，軸ひずみが増加すると，サクシ

ョンは低下している。すなわち，供試体の膨張，つまり吸

水によってサクションが低下することが分かる。したがっ

て，水分特性曲線をモデルする場合，飽和度一定条件にお

けるサクション~間隙の変化の関係をきちんと定式化する

必要があることを示唆している。 
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図 11 飽和度一定三軸圧縮試験の応力経路 

 

 

図 12 サクション～排水量～軸ひずみ関係 

 

4. 飽和・不飽和弾塑性構成モデルによる解析 

 

本研究は既存の不飽和土弾塑性構成モデル 2)に改良を加

え，新しい水分特性モデルを提案し，それを用いた要素シ

ミュレーションを行い，実測値と比較することで修正モデ

ルの適用性を検討する。 

 

4.1 水分特性曲線モデルの改良点 

本研究では，Zhang and Ikariya が提案したモデル 2)の概

念を用いて，その中の水分特性曲線モデルをベースして
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修正を加えた。この水分特性曲線モデルには 8 項目のパ

ラメータが関与しており，c1，c2，c3の 3 項目のパラメー

タはフィッティングにより決定され，他の ks0，Sr
s，Sr

r，

sd，swの 5 項目のパラメータは，保水性試験より容易に

決定できる。 

一方で，サクション一定条件における三軸試験結果 5)

より，サクションだけでなく，飽和度の変化も不飽和土

の変形に依存する。この時，状態変数（間隙比 e）と水理

学的状態変数（飽和度 Srおよび含水比 w）は次式を満足

しなければならない。 

, = s rr
r

s

G dw S deS e
S

G e
w d


             (5) 

ここで，Gsは比重である。飽和度増分は間隙比増分 de だ

けではなく，含水比増分 dw にも依存することがわかる。 

本研究では，飽和度の変化をサクションによるもの

（ -1=s
r sdS k ds ）と，間隙比増分 de と含水比増分 dw による

もの dSr
e の単純な和で表現することとする。また，図 10

および図 12 より，含水比増分 dw は間隙比増分 de と正の

相関がある。すなわち， 

e r
r sr

S de
dS c

e
                    (6) 

ここで，csr は飽和度に有限変形の影響を考慮に入れたフ

ィッティングパラメータである。 

これより， 

s e r
fd r fd sr

S de
d k dS k c

e
                (7) 

ここで，kfdはサクションに有限変形を考慮に入れたフィッ

ティングパラメータである。csr，kfdはサクション一定と飽

和度一定三軸試験より決定している。圧縮（排水）および

膨張（吸水）条件において，kfd は異なる値であり，水分特

性のヒステリシスを表現できる。 

以上より，新たに提案した水分特性曲線モデルを図 13

に示す。すなわち，従来の主曲線と走査曲線（サクション

と飽和度はいずれも変化するケース）に，サクションと飽

和度はそれぞれ一定である 2 ケース（合計 3 種類がある）

を加えることで，より一般的な水分特性を表現することと

した。尚，飽和度一定時に，サクションの変化と有限変形

がもたらした飽和度の増分は大きさこそ同じであるが，正

負は逆である（ = + =0s e
r r rdS Sd dS ）。 

 

4.2 パラメータの決定 

解析に使用したパラメータは表 3 および表 4 に示した

とおりである。また，解析の初期条件は表 2 に示す通りで

あり，過圧密パラメータe の値は 0.132 であり。 

図 14 に飽和三軸圧縮試験の実測値と解析値の比較を示

す。図 14 より，飽和三軸圧縮試験の挙動をよく表現でき

ていることがわかる。 Rcs，a，は飽和三軸圧縮試験より

決定している。不飽和マサ土の飽和度一定三軸圧縮試験の 

解析結果は，この飽和三軸圧縮試験の解析に用いたパラメ

ータを変えず，b，csr，kfd のみを変化させて，飽和度一定

三軸圧縮試験の試験結果を表現している。 

 

図 13 水分特性曲線の模式図 

 

表 3 水分特性曲線の解析パラメータ 

 Compression Dilatancy 

Saturated degree of saturation Srs 0.80 

Residual degree of saturation Srr 0.30 

Drying AEV (kPa) Sd 5.00 

Wetting AEV (kPa) Sw 1.00 

Initial stiffness of scanning curve (kPa) kes0 1500 

Influence of finite deformation on degrees of 

saturation cSr 
2.00 

stiffness of scannning curve in finite 

deformation (kPa) kfd 
100 1000 

Parameter of shape function c1 0.020 

Parameter of shape function c2 0.080 

Parameter of shape function c3 50 

 

表 4 弾塑性構成モデルの解析パラメータ 

Compression index  0.089 

Swelling index  0.008 

Critical state parameter Rcs 3.95  

Void ratio N (p"= 98 kPa on N.C.L.) 0.69  

Poisson's ratio  0.25  

Parameter of overconsolidation a 23.0  

Parameter of suction b 10.0  

Parameter of overconsolidation  5.0   

Void ratio Nr (p' = 98 kPa on N.C.L.S.) 0.71  

 

 

図 14  飽和三軸圧縮試験の試験結果と解析値の比較 

 

4.3 飽和度一定三軸圧縮試験の要素シミュレーション 

図 15~図 17に飽和度一定三軸圧縮試験の試験結果と要

素シミュレーション結果の比較を示す。飽和度一定条件に

おけるサクションの変化を定性的に表現できている。また， 
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図 15 試験結果と解析値の比較（s50-1,2） 

 
図 16 試験結果と解析値の比較（s30-1,2） 

 
図 17 試験結果と解析値の比較（s10-1,2） 

図 15 (a)より，s50-2 では，s50-1 よりも，最大軸差応力が

低かったため，実験結果が解析結果より低い結果となった。

図 17 (a)より，s10-2 では，s10-1 よりも，軸差応力が高い

ため，実験結果が解析結果より高い結果となった。ただし，

最大軸差応力および体積膨張は飽和度が低いほどが大き

くなる傾向によく表現できていることがわかる。すなわち，

有限変形を考慮に入れた新たなパラメータを導入するこ

とで構成モデルの精度を向上させた。 

 

5. まとめ 

 

本稿では，本研究グループが提案する不飽和土構成モデ

ルの精度向上を目的に，マサ土を用いた飽和度一定三軸圧

縮試験を実施し，飽和度一定条件での不飽和土のせん断挙

動を調査した。また，実験結果に基づき構成式に含まれる

パラメータを決定し，要素シミュレーションを行った。さ

らに有限変形を考慮に入れた新たなパラメータを導入こ

とによって，より精度の高い水分特性曲線を提案し，構成

モデルの精度を向上させた。以下の結論を得られた。 

1) 飽和度が低いほど，最大軸差応力が大きくなるが，限

界状態における骨格応力比は同じ値をとる。 

2) 体積ひずみは，せん断に伴って圧縮から膨張に転じる

傾向にあり，飽和度が低いほど，その膨張量は大きい。 

3) 基底応力で整理した場合限界状態線の傾きの値は応

力経路によって異なる。一方，骨格応力で整理した場

合その値は一定値であり，より合理的に不飽和土の力

学特性を統一的に表現できることが明らかになった。 

4) 軸ひずみの増加に伴い，供試体は圧縮から膨張に転じ

る傾向を示したが，この挙動に対応し，水の出入りも

排水から吸水に転じた。また，軸ひずみの増加に伴い，

サクションは低下する傾向を示した。これは，供試体

の膨張により，吸水したためと言える。 

5) 飽和度～サクション関係に有限変形を考慮した新た

なパラメータを導入することによって，構成モデルの

精度を向上させた。 
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u-w-p formulation に基づく水～土骨格連成有限変形解析コードの開発と検証 
Development and verification of “u-w-p formulation”-based 

soil-water coupled finite deformation analysis 
 
 

豊田智大 1，野田利弘 2 
 
1 名古屋大学大学院・工学研究科・toyoda.tomohiro@i.mbox.nagoya-u.ac.jp 
2 名古屋大学・減災連携研究センター 

 

概   要 
飽和土の水～土骨格連成解析は，間隙水の静的浸透を仮定する u-p formulation に基づいて定式化されるこ

とが多い。筆者らは，この仮定を導入しない u-w-p formulation に基づく解析手法を新たに開発してきた。

本稿では，振動の計算および高透水性土の即時沈下解析を通して，本手法の有効性を検証した結果を示す。 
 

キーワード：水～土骨格連成解析，Full-formulation，u-w-p formulation，有限変形，高透水性 
 
 

1. はじめに 
 
混合体理論に基づく飽和土の水～土骨格連成計算は，間

隙水の静的浸透を仮定する u-p formulation と，動的浸透も

考慮する Full-formulation の 2 種類に大別される。著者らは

これまでに，Full-formulation（とくに u-w-p formulation1)）

に基づく連成解析手法を新たに構築してきた。本稿では，

本手法を振動問題および超高透水性土の圧密問題に適用

した結果を示す。 
 

2. u-w-p formulation に基づく支配方程式の要諦と

u-p formulation の限界に関する考察 
 
2.1 支配方程式 
著者らは，u-p formulation に基づく土の動的／静的水～

土骨格連成有限変形解析コード GEOASIA2)を u-w-p 
formulation に則って再定式化することで，間隙水の慣性を

考慮した方程式系を新たに構築した。u-w-p formulation の

支配方程式を以下に示す。 
混合体の運動方程式 

D + D = div +  
 

(1) 
液相の運動方程式 

D = − gradℎ −     ℎ = +  
 

(2) 

連成式 div + div = 0 
 

(3) 
ここに， ， ， = ， = (1 − ) ， = + は

それぞれ間隙水と土粒子の真密度，固相と液相のみかけの

密度，混合体の密度を表す，D ，D は固相，液相からみた

物質時間微分， ， は固相，液相の速度， = −

は間隙水の相対平均流速， は全応力テンソル， は物体

力，ℎは全水頭， は間隙率， は透水係数， は水の単位

体積重量である。u-w-p formulation では未知数として固相

速度 ，相対平均流速 ，間隙水圧 の 3 つを考えるため

（なお，液相の運動を記述する変数として ではなく を

採用するのは，不連続な間隙率場で もまた不連続となる

ため），式中の液相速度 および液相加速度D は と

を用いて書き換えてから離散化する。すなわち， 

= +  (4) 

D = D + 1 D + 1 ( )  

+ 1 ( ) − 1 − ( ⋅ ) − 1 ( ⋅ )  
(5) 

一方，u-p formulation の支配方程式は 
混合体の運動方程式 

D = div +  
 

(6) 
連成式 

div(D ) − div + div( gradℎ) = 0 
 

(7) 

と表される。これは，u-w-p formulation の支配方程式(1)~(3)
に「間隙水の土骨格に対する相対加速度が土骨格の加速度

に対して十分小さい」という，次の静的浸透の仮定を考慮

することで得られる。 

D − D ≪ D  (8) 

これにより，未知数を固相速度 ，間隙水圧 の 2 つに縮

約できるが，2.3 に示すように高透水性材料への適用限界

を有する。なお，式(3)右辺第 2 項は西村 3)に倣い定式化し

た相間相互作用力である。構成式は亜弾性 Hooke 則とし，

客観応力速度として Green-Naghdi rate4)を採用する。 

第30回中部地盤工学シンポジウム
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2.2 時空間離散化 
固相速度 および間隙水の相対平均流速 は有限要素

法（1 次の Iso-parametric 要素）により空間離散化し，時間

積分公式には躍度（加加速度）線形性を仮定する Wilson-θ
法を用いる 2)。間隙水圧 は有限体積法（Christian 流また

は田村流の物理モデルの拡張適用 5),6),7)）により空間離散

化し，時間積分公式には台形公式を用いる。 
ここでは，連成式についてのみ，時空間離散化された支

配方程式の具体形を示しておく。 
 

(1) u-w-p formulation 
式(3)の連成式を有限要素法で空間離散化する。 

L{ } + L{ } = 0 (9) 

ここに，{ }，{ }は，それぞれ固相速度および液相速度

の各節点での値を並べてできる係数列ベクトルである。 
また，L = ∫ [B ] は要素の節点速度を体積変化率に変

換する要素マトリクス，[B ]はdiv = [B ]{ }と書いたと

きの形状関数の勾配を並べてできる行列である。Wilson-θ
の時間積分公式を代入すれば， 

16 L{( Δ ) ̈ }| + 16 L{( Δ ) ̈ }|  

= −L {( Δ ) }| + {( Δ ) ̇ }|
+ 13 {( Δ ) ̈ }|  

−L {( Δ ) }| + {( Δ ) ̇ }|
+ 13 {( Δ ) ̈ }|  

(10) 

ここに， は Wilson-θ法のパラメータ，Δ は時間刻み幅で

ある。このように，u-w-p formulation では，水～土骨格連

成式中の相対平均流速 を直接有限要素法のみで離散化

することができるため，式の形は極めてシンプルになる。

この定式化の場合，Christian・田村流の物理モデルは液相

の運動方程式中で考慮されることとなる。 
 

(2) u-p formulation 
一方，u-p formulation の連成式(7)は，Laplace 方程式の左

辺に相当する項div( gradℎ)が出現するため，これの体積

積分を Christian・田村流の有限体積法で離散化することと

なる。 

L + L { ̇ } − L{ } + H{ } = { } (11) 

ただし，{ }は間隙水圧の各要素代表値，HおよびL は

div( gradℎ)の体積積分を有限体積法により空間離散化す

ることにより出現する係数マトリクスであり，H > 0をみ

たす。また，{ }は既知の位置水頭を右辺に移項して得ら

れる係数ベクトルである。時間積分公式を代入すれば， 

− 16 − 12 Δ L{( Δ ) ̈ }
+ ( Δ )H{ }|  

(12) 

= {( Δ ) }| + L{( Δ ) }|  

+ 1 − 1Δ L{( Δ ) ̇ }|  

+ 13 − 12 Δ {( Δ ) ̈ }|  

 
数値解析に際しては，まず計算の時刻 = における諸量

から = + における諸量を離散化された支配方程式

より陰的（implicit）に求める。そして， = における諸

量と = + における諸量から = + Δ の諸量を更新

してゆくことにより，あたかもその状態が基準配置である

かのように次々と変形を追跡してゆく（up-dated Lagrange
法）。 = から = + に時間を進める毎刻の初回の計

算（ iteration する前）では，Noda et al.2)に倣い，時刻

= + における各種状態量は Euler 法により陽的に予

測することとした。また，収束判定は各要素の各積分点

（Gauss 点）における相当応力の現 iteration の値について

直前の iterationの値に対する絶対誤差を用いることとした。

すべての積分点における相当応力の絶対誤差が十分に小

さい場合に次の時間ステップに更新する。 
 
2.3 u-p formulation の限界と Full-formulation の有効性 
 

(1) u-p formulation で動的問題を解く場合 
土骨格が動的に運動する場合（ ̇ ≠ ）を考える。式(12)

の左辺第 1 項の係数 

= 16 − 12 Δ  (13) 

は，透水係数～時間刻み幅比 /Δ が小さければ正値となる

が， /Δ が大きければ負値となる。通常， > 0であれ

ば，式(12)より「土骨格の圧縮／膨張に伴い間隙水が流出

／流入する」現象が解かれるが， < 0となった場合，

左辺第 1 項の符号反転により「土骨格の膨張／圧縮に伴い

間隙水が流出／流入する」というあべこべの現象が解かれ，

u-p 計算は求解不能に陥る（u-p formulation の限界 2)）。す

なわち，u-p formulation は①透水係数 が大きい材料（高透

水性土）を解く場合，②透水係数 が比較的小さくても，Δ
を小さくとらなければ観察され得ない急速または瞬間的

な現象を解く場合には，全く歯が立たない。ここで，

= 0は，（加速度項が有意に働く場合において）u-p 
formulation による計算可能領域と不可能領域を隔てる閾

線を与えることから，以後，この式を「 基準」と呼ぶ。 
u-p 計算の安定条件（ 基準） 

= 16 − 12 Δ > 0 

⟺    Δ < 3  

(14) 

一方，加藤満学位論文 8)に倣い，Routh-Hurwitz の安定判

別法により本スキームの安定性を検討することもできる。

こちらは，連成式だけでなく，混合体の運動方程式も含め

たシステムとしての安定条件を導くものであり， 時間離
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散化された混合体運動方程式の rate-type および連成式と

時間積分公式を連立漸化式の形で整理して得られる漸化

式 

⎣⎢
⎢⎢
⎢⎢
⎢⎡ 0 −1 −
−16 ( Δ ) 0 1 0
−12 ( Δ ) 1 0 0
( Δ ) 0 ( Δ ) − ⎦⎥

⎥⎥
⎥⎥
⎥⎤ ⃛̈

̇

=
⎣⎢
⎢⎢
⎢⎡

0 0 0 013 ( Δ ) ( Δ ) 1 0
12 ( Δ ) 1 0 0

0 0 0 − ⎦⎥
⎥⎥
⎥⎤ ⃛̈

̇  

 ∵  =   =   =  

(15) 

の収束条件は，その特性方程式 

0
− 16 ( Δ ) − 13 ( Δ ) −( Δ )
−12 ( Δ ) − 12 ( Δ ) − 1

( Δ ) 0

 

− −
− 1 00 0( Δ ) − +

= 0 

(16) 

に Routh-Hurwitz の安定判別法を適用して， 
u-p 計算の安定条件（Routh-Hurwitz 基準） 

Δ < 9  
(17) 

と得られる（詳細は紙幅の都合上割愛する）。 基準とし

て導出した式(14)と比較すると，こちらの方がより厳格な

条件となっていることがわかる。 
 
(2) u-p formulation で準静的問題を解く場合 
土骨格の運動が十分静的に生じる場合（ ̇ ≃ ），式(11)

は左辺第 1 項が消滅して 
−L{ } + H{ } = { } (18) 

となり，時間離散化しても 

− 16 L{( Δ ) ̈ }| + ( Δ )H{ }|  

= {( Δ ) }| + L{( Δ ) }|
+ L{( Δ ) ̇ }|
+ 13 {( Δ ) ̈ }|  

(19) 

となるから， に相当する項は出現せず，あべこべな現

象も生じ得ない。すなわち，準静的問題に限り，連成計算

は透水係数によらず（上記の 基準と無関係に）無条件

で安定する。 
 

(3) u-w-p formulation で解く場合 
u-w-p formulation では，連成式の原型を直接離散化した

式(10)を解いているため，そもそも係数 が出現しない。

すなわち， のような解析可能範囲の限界は存在せず， 
u-p formulation では破綻するような動的連成問題であって

も難なく求解することが可能となる。 
 

3. 振動問題 
 
本章では，振動問題を u-p formulation および u-w-p 

formulation でそれぞれ解き，u-p formulation による解析可

能領域を明確に示すとともに，この外側に位置する u-p 計
算不能域においても u-w-p formulationであれば解析が可能

となることを示す。 
 
3.1 解析条件 
表 1 に示す均質一様な 2 相系弾性体で構築される図 1 の

有限要素メッシュの底面に水平変位として正弦波を入力

する。両側面には等変位境界を課した。また，自重は考慮

せず，初期水圧は 0 とした。上面で水圧 0 の排水境界を与

え，その他の面はすべて非排水とした。正弦波の振幅は

=0.1m とした。また，正弦波 1 周期の分割数を統一する

ため，角振動数 =10z rad/s（ ∈ ℤ）の波に対応する時間刻

み幅をΔ =10-z-2 sec とした。 
 
3.2 解析結果 
複数の透水係数 ，角速度 （時間刻み幅Δ ）の組合せ

に対して上述の解析を行い，陰解法の iteration が毎刻収束

するか否かを，横軸を時間刻み幅Δ ，縦軸を透水係数 に

とった図 2(a)のチャート上に調べた範囲でプロットした。

記号○・＋はそれぞれ u-p formulation で計算可能・不能な

条件であることを示す。また，赤色の破線は式(14)の 基

準に相当し，上側で計算不可能，下側で計算可能と判別さ

れる。同図より，解析結果がこの閾線近傍で計算可能域と

不能域に分かれていることが確認できる。一方，赤色の実

線は Routh-Hurwitz 安定判別法により導出される式(17)の
閾線を表したものであるが，先の 基準に対して，こち

らの閾線の方が，u-p 計算の可否をより正確に表している

ことが確認できる。 
ただし，時間刻み幅Δ が 10-3cm/s より大きい範囲では，

基準線の上側でも解析が出来ることがわかる。これは，

角速度 の小さい範囲（時間刻み幅Δ の大きい範囲）では，

振動は超長周期であり，準静的問題と見做せるため，2。
3(2)で考察したように，たとえ 基準に抵触しても，あべ

こべの現象を生じないことに由来する。 
一方，u-w-p formulation による計算可能域○では閾線上

側でも発散することなく計算を継続できており，これは

u-w-p formulation による解析可能域の拡大を意味する。 
また，ある透水係数 ，角速度 に対して，計算の可能

なΔ が存在するかを示した図 2(b)が得られる。同図は，が

大きくなるほど式(6)よりΔ を粗くとる必要があり，Δ が粗 
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表 1 材料定数と初期状態 
Young’s modulus E 10000 kN/m2 
Poisson’s ratio ν 0.35 
Initial porosity n0 0.50 
Density of soil particle ρs 2.65 g/cm3 
Density of pore water ρf 1.00 g/cm3 

 

 
図 1 メッシュ（振動計算） 

 

いほど高周波の解析が困難になることから，透水性が高い

ほど解析可能な角速度の上限が下がることを意味してい

る。u-w-p formulation の適用により， によらずΔ を細か

く設定できるため，この問題を克服することができる。 
なお，図 2(a)の点 A，B は u-p formulation，u-w-p 

formulation のいずれの方法でも解析可能な透水係数・時間

刻み幅の組合せであるが，これらの条件に対して，角速度

を =1rad/s に統一して解析すると，地表面の変位～時間関

係および底面隣接要素の水圧～時間関係として図 3 およ

び図 4 が得られる。同図のように， 基準下側の点 A で

は，沈下量・水圧ともに u-p formulation と u-w-p formulation
で差が無い（u-p 近似は妥当である）が， 基準近傍の点

B では，沈下～時間関係は一致するものの，水圧～時間関

係は一致していない。このことから，準静的な問題で 基

準上側での u-p 計算が一応実行できたとしても，厳密に空

海できているとは限らない。なお，弾性体にせん断波を与

えているにもかかわらず水圧を生じるのは亜弾性構成則

に起因するが，ここでは詳細を割愛する。 
 

4. 高透水性土の即時沈下問題 
 
有限変形場における一次元弾性有限変形圧密問題を，

u-w-p formulation で解く。ここでは，透水係数 のオーダー

を段階的に変えた場合に，どのような現象が解かれるかを

観察する。透水係数が大きくなると圧密に要する時間は短

くなってゆくが，それとともに，間隙水は動的に運動する

ようになり，u-w-p formulation によってのみ求解可能な，

瞬間載荷直後にごく短時間で起こる現象を求解すること

ができる。この種の問題は，透水係数 の大きさのみなら

ず ， 時 間 刻 み 幅 を 小 さ い 場 合 で も 計 算 で き る

Full-formulation によってのみ求解可能な現象である。 

 

(a) 透水係数 ～時間刻み幅Δ 関係 

 
(b) 透水係数 ～角速度 関係 

図 2 振動計算の可否 

 
4.1 解析条件 
有限要素メッシュと弾性体の材料定数はそれぞれ図 5，

表 2 のように設定する。ここでは，瞬間載荷に等価な初期

条件として模型全体に初期水圧 100kPa を与え，これが消

散する過程での圧密沈下量 と模型中心における水圧 の

水位を調べた。 
 
4.2 解析結果 
異なる透水係数 に対する沈下-時間関係を図 6 に，中心

深さにおける水圧-時間関係を図 7 に示す。 
 

(1) 低透水性土（ <10-4cm/s） 
沈下～時間関係は図 6(a)のような下に凸なカーブとな

り，1 次元静的有限変形圧密の理論解と一致する。このこ

とは，低透水性土において土骨格と間隙水の運動は十分静

的に起こり，慣性による効果は顕在化しないことを意味す

る。なお，この透水係数の範囲では u-p formulation によっ

ても同様の解を得ることができる。 
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(a) 沈下～時間関係 

 
(b) 水圧～時間関係 

図 3 解析結果（点 A） 

 

 
(a) 沈下～時間関係 

 
(b) 水圧～時間関係 

図 4 解析結果（点 B） 

 
(2) 高透水性土（10-3cm/s< <10-2cm/s） 
沈下～時間関係は，図 6(b)のように大域的には下凸カー

ブに見えるが，間隙水の慣性に起因して，初期に静止して

いた間隙水が加速されてゆくため，沈下～時間関係は S 字

カーブとなる。その後は透水係数の逆数に比例する相互作

用力により間隙水の運動にブレーキがかかるため，間隙水

の運動はやがて静的になり，沈下～時間関係もまた静的理

論解に収束してゆく。なお，この問題を u-p formulation で

解くと解析が破綻することから，u-w-p formulation の有効

性を確認しているが，詳細は割愛する。 

 

図 1 メッシュ（圧密計算） 

 

表 2 材料定数と初期状態 
Young’s modulus E 100000 kN/m2 
Poisson’s ratio ν 0.35 
Initial porosity n0 0.50 
Density of soil particle ρs 2.65 g/cm3 
Density of pore water ρf 1.00 g/cm3 

 
(3) 超高透水性土（10-1cm/s< ） 
透水係数が非常に大きい場合，沈下～時間関係は図 6 

(c)~(e)のような減衰振動となる。さらに，その中でも透水

係数が小さいほど過減衰，大きいほど非減衰に近い応答を

示している。 
混合体の運動方程式(1)に液相の運動方程式(2)を代入し，

連成式(3)より + = （1 次元）であることを考慮しつ

つ，弾性体の構成式を簡潔に，div = −K （ ：骨格変位）

とかくと， 

̈ + ̇ + K = + gradℎ (20) 

という骨格の運動に関する方程式が得られる。この方程式

は減衰振動を表し，この中で相互作用力は骨格にとって粘

性項の役割を果たすことがわかる。つまり骨格の運動は，

透水係数が大きければ粘性項は小さくなるため過減衰に，

透水係数が小さければ粘性項は大きくなるため非減衰に

近づく。このことは解析結果にも符合する。図 7 の間隙水

圧もまた同様の傾向を示す。 
 

5. まとめ 
 
本稿では，筆者らが新たに開発した u-w-p formulation に

基づく水～土骨格連成解析手法を振動問題および高透水

性土の即時沈下問題に適用し，以下の結論を得た。 
・ u-p formulation による振動計算は，高透水性土（ →大）

または高周波の振動（Δ →小）において破綻するが，

u-w-p formulation ではこのような破綻を来すことなく

求解することが可能である（Validation）。 
・ u-p formulation による計算不能域は，水～土骨格連成

問題が動的であり，かつ透水係数～時間刻み幅 /Δ の

値が「閾値」を超過する範囲において生ずる。この「閾

値」は，連成式の物理的考察から導かれる /3
（ 基準）のほかに，Routh-Hurwicz の安定判別法か

ら誘導される /9 があり，後者の方が実際の振動

計算の可否をより正確に表現している。 
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(a) =10-7cm/s 

 
(b) =10-3cm/s 

 
(c) =10-1cm/s 

 
(d) =100cm/s 

 
(e) =101cm/s 

図 6 沈下～時間関係 
 
・ 一次元弾性有限変形圧密問題を u-w-p formulationで解

くことで，沈下～時間関係が 1) 低透水性土では下に

凸のカーブ，2) 高透水性土では S 字カーブ，3) 超高

透水性土では減衰振動となることを示した。2)および

3) は u-p formulation では求解不能な問題である

（Validation）。 
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概   要 
不飽和土の保水性を表す水分特性式は，最大の水分量と最小の水分量の間で定義される有効飽和度とサク

ションの関係を記述する。水分量として飽和度を用いる場合を考えると，低サクションにおいては間隙水

に封入された空気が存在するため，最大の飽和度は 100%より低く，高サクションにおいては土粒子表面に

吸着水が残留するため，最小の飽和度は 0%より高い。本研究では，間隙空気を「封入空気」と連続した相

として存在する「連続空気」に，間隙水を「吸着水」と「自由水」に明確に分けて扱い，新たに有効飽和

度を定義し直す。その有効飽和度に基づいた不飽和土の有限変形解析手法を開発した。また，本解析手法

が封入空気を考慮可能であることの有効性を，2 つの解析事例を通じて示した。具体的には，保水性試験

のシミュレーションを通じて，連続空気と封入空気が遷移できる点を，サクション 0kPa の非排気非排水せ

ん断試験のシミュレーションを通じて，封入空気の圧縮性を表現できる点を示し，本解析手法の妥当性確

認を行った。 

 

キーワード：不飽和土，水分特性曲線，有効飽和度，封入不飽和 

 

 

1. はじめに 

 

不飽和土の保水性を表す水分特性式は，最大の水分量と

最小の水分量の間で定義される有効飽和度とサクション

の関係を記述する。水分量として飽和度を用いる場合を考

えると，低サクションにおいては間隙水に封入された空気

が存在するため，最大の飽和度は 100%より低く，高サク

ションにおいては土粒子表面に吸着水が残留するため，最

小の飽和度は 0%より高い。本研究では，間隙空気を「封

入空気」と連続した相として存在する空気（以後「連続空

気」）に，間隙水を「吸着水」と「自由水」に明確に分け

て扱い，新たに有効飽和度を定義し直す。その有効飽和度

に基づいた不飽和土の有限変形解析手法を提案する。また，

特に封入空気を考慮可能であることの有効性を，2 つの解

析事例を通じて示す。 

 

2. 新たな有効飽和度および各種諸量の定義 

 

図 1 は土の示相図を示す。「土粒子」「吸着水」「自由水」

「封入空気」「連続空気」に明確に分けて扱う。土粒子と

吸着水が一体となって「土骨格」を形成し，土粒子と吸着

水を除く部分を土骨格の体積変化に有効な間隙（以後「有

効間隙」）と考える。有効間隙が土全体に占める体積割合

を有効間隙率 en とする。封入空気は自由水に封入されてい

るため，自由水＋封入空気が有効間隙に占める体積割合を

有効飽和度 l
eS と定義する。また，自由水が自由水＋封入

空気に占める体積割合を自由水飽和度 w
lS と定義する。吸

着水は，高サクション時に土粒子表面に吸着した水である

ため，含水比 rw で定義し，本論文では材料定数と考える

（吸着水は非圧縮と仮定）。なお，図中の sG は土粒子の比

重であり，土粒子の体積を 1 としたとき，吸着水の体積は

srGw になる。 

 

土粒子

吸着水

自由水

封入空気

連続空気

srGw

w
lS

en

1

1

1
1l

eS

g
eS

a
lS

 

図 1 土の示相図 
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3. 土骨格～自由水～封入空気～連続空気連成有限

変形解析手法の提案 

 

前章で述べた通り，不飽和土が土骨格，自由水，封入空

気，連続空気の 4 相で構成されると考えるため，既往の 3

相系解析と異なり，4 相に対して運動方程式や質量保存式

を記述する。u-p formulation に基づき，de Boer1)，西村2)，

Noda et al.3)，Noda and Yoshikawa4)に倣って定式化する。そ

の結果，最終的には次に示す運動方程式，自由水～土骨格

連成式，封入空気～土骨格連成式および連続空気～土骨格

連成式を得る。 

bTv   divs  (1) 

  

0
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



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K
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
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 (4) 

ここで，上付き”・”は土骨格から見た物質時間微分を表

す。 sv は土骨格の速度ベクトル， sv は土骨格の加速度ベ

クトル，T は全 Cauchy 応力テンソル（引張が正），bは単

位質量あたりの物体力ベクトルである。 lp は自由水の圧

力， gp は連続空気の圧力であり，封入空気の圧力は自由

水の圧力 lp に等しいと仮定する（ lp と gp は圧縮が正）。

 は土全体の密度， lw ， la および ga はそれぞれ，自

由水，封入空気および連続空気の単体としての真の密度，

lw ， la および ga はそれぞれ，自由水，封入空気およ

び連続空気の混合体の構成要素としての密度である。 lwv ，

lav および gav はそれぞれ，自由水，封入空気および連続空

気の速度ベクトルである。 wK と aK はそれぞれ水と空気

の体積弾性係数である。また， l
e

g
e 1 SS  ， w

l
a
l 1 SS  で

ある。 

lam と gam はそれぞれ，封入空気と連続空気が単位時

間・単位体積当たりに湧き出す質量である。不飽和状態に

ある土は，例えば，吸水時には連続空気の一部が封入空気

に，排水時には封入空気の一部が連続空気に遷移すると考

えられる。そこで，本論文では次の(i)と(ii)に示す lam と gam

の構成モデルを考える。なお，本論文では，封入空気と連

続空気の質量交換のみを考えるため， 0gala mm とする。 

(i) 連続空気から封入空気への遷移（ 0l
e S の場合） 

有効飽和度 l
eS の土骨格から見た物質時間微分 0l

e S の

ときに遷移すると考える。 0g
e S で連続空気が存在しない

とき，および， 1g
e S で自由水が存在しないときは封入空

気への遷移は生じないため，次に示すようなモデルを考え

た。 

  l
e

g
e

g
e

*
ela

la 1 SSSnm  


 (5) 

ここに * は材料定数で，値が大きいほど遷移量が多い。 

(ii) 封入空気から連続空気への遷移（ 0l
e S の場合） 

0l
e S のときに遷移すると考える。 0a

l S で封入空気が

存在しないときは遷移しない。また， 1a
l S のときは自由

水が存在せず，有効間隙が全て連続空気であることを意味

するため，このような状態は定義できない。このため，次

に示すようなモデルを考えた。 

  l
e

a
l

*
ega

ga 1ln SSn
m  


 (6) 

ここに * は材料定数で，値が大きいほど遷移量が多い。 

また，自由水と連続空気の運動に関しては，運動方程式

において慣性力も考慮したダルシー則を満たすような相

互作用力を仮定する。封入空気の運動に関しては，例えば

自由水と一緒に運動することも考えられるが，本論文では

土骨格に対して運動しないものと仮定する。 

応力の式は骨格応力の概念5)に基づき，新たに定義した

有効飽和度 l
eS を用いて次式のように記述する。 

 ITT gg
e

ll
e pSpS   (7) 

ここに，T は骨格応力テンソル（引張が正）， I は単位テ

ンソルである。 

初期値・境界値問題に対する解は，式(1)の 3 式に式(2)，

式(3)，式(4)を加えた合計 6式に対して， sv の 3 成分と lp ，
gp ， w

lS の計 6 個を未知数として求める。なお，有効飽和

度 l
eS は水分特性モデルから計算する。また，運動方程式

は Noda et al.3)に倣い，幾何学的非線形性と材料非線形性を

考慮するために，土骨格から見た物質時間微分を施した速

度型で表す。 

 

4. 解析手法の特徴 

 

本解析手法は，間隙空気を封入空気と連続空気に，間隙

水を吸着水と自由水に明確に分けて扱う点が大きな特徴

である。この有効性を，(i) 低サクションで連続空気が存

在しない場合と(ii) 高サクションで自由水が存在しない

場合に分けて説明する。 

まず，2 章で述べたように，有効飽和度 l
eS を自由水＋封

入空気が有効間隙に占める体積割合と定義した。ここで，

有効飽和度 l
eS および飽和度 rS を各相の体積を用いて表す

と次式になる。 

連続空気封入空気自由水

封入空気自由水

＋＋

＋

VVV
VV

S l
e  (8) 

連続空気封入空気自由水吸着水

自由水吸着水

＋＋ VVVV
VV

S



r  (9) 

なお，V は体積，下付き文字は相を意味する。 

(i) 低サクションで連続空気が存在しない場合 

連続空気V に 0 を代入すると， l
eS および rS は次式で表され

る。 

- 14 -



1l
e 

封入空気自由水

封入空気自由水

＋

＋

VV
VV

S  (10) 

封入空気自由水吸着水

自由水吸着水

＋VVV
VV

S


r  (11) 

式(10)より l
eS は 1 であるが，式(11)より封入空気が圧縮

／膨張して， 封入空気V が変化すれば， rS は変化可能である。

このとき，自由水飽和度 w
lS （自由水が自由水＋封入空気

に占める体積割合）が変化する。一方で，既往の水分特性

モデルにおいて，例えば最大の飽和度を定義してしまうと，

それ以上の飽和度上昇を表現できないため，間隙空気の圧

縮性を評価できない。なお，Noda and Yoshikawa4)の飽和度

を解くべき連立一次方程式の未知数とする手法は，サクシ

ョンゼロにおける間隙空気の圧縮性を表現するための手

法であったが，本提案手法では，間隙空気を封入空気と連

続空気に明確に分け，その「封入空気」の圧縮性として表

現している点が異なる。 

(ii) 高サクションで自由水が存在しない場合 

自由水が存在しないため，自由水中の封入空気も存在し

ない。そのため， 自由水V と 封入空気V に 0 を代入すると， l
eS お

よび rS は次式で表される。 

00l
e 

連続空気V
S  (12) 

連続空気吸着水

吸着水

＋VV
V

S r  (13) 

式(12)より l
eS は 0 である。間隙水は吸着水のみ土粒子表面

に存在し，含水比 rw で定義するため， 吸着水V は定数となる。

そのため，式(13)より連続空気が圧縮／膨張して， 連続空気V

が変化すれば， rS は自然と変化する。一方で，既往の水分

特性モデルにおいて，例えば最小の飽和度を定義してしま

うと，吸着水の含水比が一定であることを表現するために

は，最小飽和度を間隙比に依存して変化させる必要がある。 

 

5. 解析手法の妥当性確認（Validation） 

 

本章では 2 つの解析事例を通じて，特に封入空気を考慮

可能であることの有効性を示す。5.1 節では保水性試験の

シミュレーションを通じて，3 章で述べた連続空気が封入

空気へ遷移するモデルの有効性を示す。5.2 節ではサクシ

ョン 0kPa の非排気非排水せん断試験のシミュレーション

を通じて，4 章で述べた封入空気の圧縮性を表現できるこ

との有効性を示す。 

 

5.1 保水性試験の数値シミュレーション 

高津ら6)の保水性試験を参照した。初期に飽和状態にあ

る豊浦砂の供試体に対して，排水・吸水の順に履歴を与え，

排水から吸水に切り替えるときのサクション値の違いが，

吸水時の封入空気量に与える影響を調べた実験である。表 

2 は実験結果 6)を示す。サクション 4.2kPa より 6kPa まで

与えた方が，吸水終了時（サクション 0kPa 時）の飽和度

が低く，封入空気量が多い。 

表 1 保水性試験の実験結果6) 

 
サクション 

4.2 kPa 

サクション 

6 kPa 

初期飽和度 (%) 100.0 100.0 

排水終了時の飽和度 (%) 50.5 14.4 

吸水終了時の飽和度 (%) 98.2 81.1 

 

5×10-3 cm

剛，摩擦あり
非排水・様々な排気条件

2.5 cm

10 cm

非排水・非排気

CL

5×10-3 cm

剛，摩擦あり
非排気・様々な排水条件

5×10-3 cm

5×10-3 cm

 

図 2 有限要素メッシュ図と境界条件 

 

表 2 土骨格の構成式に関する材料定数と初期値 

（保水性試験のシミュレーションの場合） 

弾塑性パラメータ 

NCL の切片 N  1.98 

限界状態定数 M  1.2 

圧縮指数 ~  0.045 

膨潤指数 ~  0.002 

ポアソン比   0.15 

発展則パラメータ 

正規圧密土化指数 m  0.08 

構造劣化指数 a  2.2 

構造劣化指数 b  1.0 

構造劣化指数 c  1.0 

構造劣化指数 sc  1.0 

回転硬化指数 rb  3.5 

回転硬化限界定数 bm  0.9 

初期値 

初期構造の程度 0
*/1 R  1.0 

初期間隙比 0e  0.7 

初期応力比 0  0.0 

初期異方性の程度 0  0.0 

 

表 3 水分特性に関する材料定数と初期値およびその他の物性値 

（保水性試験のシミュレーションの場合） 

水分特性 

van Genuchten パラメータ -1kPa    0.23 

van Genuchten パラメータ 

（ nm  /11 ） 
n  7.433 

吸着水含水比 %  rw  0.0 

封入空気への遷移パラメータ *  1.0 

連続空気への遷移パラメータ *  1.0 

飽和透水係数 m/s  w
sk  51025.8   

乾燥透気係数 m/s  a
dk  31055.4   

初期サクション kPa  s
0p  1.0 

初期自由水飽和度 %  w
l0S  99.0 

その他の物性値 

土粒子密度 3g/cm  s  2.636 

水の体積弾性係数 kPa  wK  61019.2   

空気の気体定数 /K/sm 22  R  287.04 

絶対温度 K    293.15 
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図 2 は解析に用いた有限要素メッシュ図と境界条件を

示す。ここでは三軸円柱供試体を想定し，簡単のため軸対

称性を仮定した。上下端は剛・摩擦のペデスタルの条件を

表現するために節点間に束縛条件（長さ不変，角度不変）

を課し7)，隅角部に変形の自由度を上げるための処理8)を施

した。土骨格の構成式は弾塑性構成式 SYS Cam-clay 

model9)を用いた。水分特性式は，有効飽和度 l
eS に対して

van Genuchten 式10)を適用し，吸排水時のヒステリシス性や

間隙比依存性を考慮しない最単純のモデルを用いた。また，

透水係数・透気係数には Mualem のモデル11)を用いた。表 

2 は土骨格の構成式に関する材料定数と初期値を，表 3 は

水分特性に関する材料定数と初期値およびその他の物性

値を示す。材料定数は三河珪砂 7 号の値12)13)で代用した。

なお，初期の自由水飽和度は 99%とし，自由水は初期にほ

ぼ飽和状態にあると仮定した。また，重力は考慮しないで

解析を行った。 
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図 3 各種飽和度とサクション関係の解析結果 

（封入空気に起因した飽和度のヒステリシス性の表現） 

図 3 は各種飽和度とサクション関係の解析結果を示す。

ここで，初期サクションとして 0kPa を与えると，連続空

気～土骨格連成式の両辺が 0 となり，計算を進められない。

そのため，初期サクションを 1kPa とし，上端排気条件の

もと，下端の水圧のみを 1kPa ずつ変化させて排水・吸水

履歴をシミュレートした。また，解析結果は供試体を 1 要

素として見た場合の見かけの挙動として示した。まず，(a) 

飽和度－サクション関係より，サクション 4kPa より 6kPa

まで与えた方が，吸水終了時の飽和度が低いことを表現で

きている。次に，(b) 有効飽和度－サクション関係は，水

分特性モデルにヒステリシス性や間隙比依存性を考慮し

ていないことを反映している。最後に，(c) 自由水飽和度

－サクション関係を見ると，まず排水過程では，初期の自

由水飽和度 w
lS は 99%（ a

lS は 1%）で非常に高いため，式

(6)で示した遷移モデルより， w
lS の変化はほぼ生じない。

一方で吸水過程では，サクション 4kPa の場合は有効飽和

度 l
eS が約 70%であるが，サクション 6kPa の場合は l

eS が

約 10%と低いため，式(5)で示した遷移モデルから，より

多くの連続空気が封入空気に遷移することがわかる。この

ように，水分特性モデルにヒステリシス性や間隙比依存性

を考慮せずとも，(a) 飽和度－サクション関係に示すよう

な封入空気量の違いを表現可能である。なお，サクション

は供試体上端の空気圧と下端の水圧の差を意味し，解析を

終了したサクション 0kPa 時には，供試体内のサクション

が完全に 0 になっているわけではない。 
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図 4 サクションを5kPa から4kPa へ低下させる吸水過程の 

コンター図（吸水に伴い連続空気が封入空気へ遷移する様子） 
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図 4 はサクションを 5kPa から 4kPa へ低下させる吸水

過程のコンター図を示す。供試体下端の水圧を上昇（サク

ションを減少）させると，供試体下端から有効飽和度が上

昇し，連続空気が封入空気に遷移している。また，連続空

気が自由水に封入されたため，自由水飽和度が低下してい

ることもわかる。なお，連続空気および封入空気の質量は，

大気圧下にある空気が初期有効間隙を満たしていると考

えたときの質量に対する無次元量で示した。 

 

5.2 非排気非排水せん断試験の数値シミュレーション 

小高ら14)の不飽和三軸圧縮試験を参照した。非塑性シル

ト（DL クレイ）を用いて，初期に間隙比 1.14，含水比 20%，

飽和度 46.5%（このときのサクションは約 20kPa）の三軸

円柱供試体を作製し，サクションおよび基底応力を与えた

後，側圧一定のせん断試験を行う。用いた解析断面は図 2

と同じであり，参照実験と同様に，サクション 20kPa の初

期状態からサクションと基底応力を与える過程を経て，サ

クション 0kPa の非排気非排水せん断試験を本論文ではシ

ミュレートした。表 4 は土骨格の構成式に関する材料定

数と初期値を，表 5 は水分特性に関する材料定数と初期

値およびその他の物性値を示す。材料定数は既往研究15)

で同定した DL クレイの値を参考に決定した。 

図 5 は実験結果と解析結果の比較を示す。5.1 節と同様

に，解析結果は供試体を 1 要素として見た場合の見かけの

挙動として示した。まず既往の三相系解析手法を用いた場

合，サクション 0kPa では水分特性曲線の最大飽和度（こ

こでは 70%）になるため，これ以上の飽和度上昇を表現で

きない。そのため，非排気非排水条件では体積圧縮が生じ

ず，まるで定体積せん断のような試験結果になってしまう。

一方で，本解析手法を用いた場合は，実験結果と同様に飽

和度上昇と体積圧縮挙動を表現できている。このとき，サ

クション 0kPa であるため有効飽和度は 1 から変化が生じ

ないが，自由水中の封入空気が圧縮するため，飽和度上昇

を表現できたことがわかる。また，軸差応力－軸ひずみ関

係と骨格応力経路もよく再現できている。 

 

表 4 土骨格の構成式に関する材料定数と初期値 

（非排気非排水せん断試験のシミュレーションの場合） 

弾塑性パラメータ 

NCL の切片 N  2.04 

限界状態定数 M  1.23 

圧縮指数 ~  0.05 

膨潤指数 ~  0.01 

ポアソン比   0.3 

発展則パラメータ 

正規圧密土化指数 m  1.3 

構造劣化指数 a  1.0 

構造劣化指数 b  1.0 

構造劣化指数 c  1.0 

構造劣化指数 sc  0.8 

回転硬化指数 rb  0.0 

初期値 

初期構造の程度 0
*/1 R  5.0 

初期過圧密比 0/1 R  2.5 

初期応力比 0  0.0 

初期異方性の程度 0  0.0 

表 5 水分特性に関する材料定数と初期値およびその他の物性値 

（非排気非排水せん断試験のシミュレーションの場合） 

水分特性 

van Genuchten パラメータ -1kPa    0.15 

van Genuchten パラメータ 

（ nm  /11 ） 
n  1.8 

吸着水含水比 %  rw  5.0 

封入空気への遷移パラメータ *  2.9 

連続空気への遷移パラメータ *  1.0 

飽和透水係数 m/s  w
sk  71068.6   

乾燥透気係数 m/s  a
dk  51068.3   

初期サクション kPa  s
0p  -20.0 

初期自由水飽和度 %  w
l0S  99.0 

その他の物性値 

土粒子密度 3g/cm  s  2.65 

水の体積弾性係数 kPa  wK  61019.2   

空気の気体定数 /K/sm 22  R  287.04 

絶対温度 K    293.15 
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図 5 非排気非排水せん断試験の実験結果5)と解析結果の比較 

（サクション0kPa における飽和度上昇の表現） 

 

6. おわりに 

 

本研究では新たな有効飽和度を定義し，その有効飽和度

に基づいた土骨格～自由水～封入空気～連続空気連成有

限変形解析手法を提案した。間隙空気を封入空気と連続空

気に，間隙水を吸着水と自由水に明確に分けた点が大きな

特徴であり，低サクション時には封入空気の圧縮／膨張に

より飽和度変化が表現可能なこと，高サクション時には吸

着水量を含水比で定義できるため，複雑なモデルを要しな

いことを強調した。また，保水性試験のシミュレーション
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を通じて，連続空気が封入空気へ遷移するモデルの有効性

を，サクション 0kPa の非排気非排水せん断試験のシミュ

レーションを通じて，封入空気の圧縮性を表現できること

の有効性を示し，本解析手法の妥当性確認（Validation）を

行った。 

封入空気は土粒子間の拘束を強める表面張力（サクショ

ン）としては働かないため，間隙空気を封入空気と連続空

気に分けて扱うことは，より精緻な構成モデルを構築する

上でも重要であると考える。また，近年，不飽和化による

地盤改良がもたらす耐震効果に注目が集まっているが，封

入空気の圧縮性を表現可能であり，動的にも対応した本解

析コードを用いれば，詳細な耐震性評価が可能となる。た

だし，本論文では封入空気の圧力は自由水の圧力に等しい

と仮定しているため，特にマイクロバブル・ナノバブルの

ように気泡径が小さい封入空気を扱う場合は注意が必要

である。 
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概   要 
不飽和土は間隙中に空気も有し，表面張力に起因したサクションにより水分量が変化する（水分特性）。こ

の水分特性を考える際に，間隙空気に着目すると，連続的に存在しサクションと関係する「連続空気」と，

間隙水中に封入されサクションと無関係な「封入空気」が存在しているため，両者を区別して扱うことが

望ましい。本研究では，連続空気と封入空気の存在量を把握することを目的として，間隙空気を水への高

い溶解性を持つ二酸化炭素（CO2）に置き換えた実験を行った。間隙水に封入された間隙 CO2 が完全溶解

すると仮定し，空気の場合と比較することで，封入空気量を把握できると考えた。まず，CO2 を扱う場合

の実験条件について検討を行った。次に，検討した実験条件に基づいて保水性試験を行った結果，CO2 を

用いた場合には，封入空気として存在するはずの CO2 が間隙水に溶解し，供試体はより高い飽和度となる

ことを示した。 

 

キーワード：不飽和土，水分特性曲線，封入不飽和，三軸試験 

 

 

1. はじめに 

 

不飽和土は間隙中に空気も有し，表面張力に起因したサ

クションにより水分量が変化する（水分特性）。また，サ

クションが高いほど強度が大きくなること，空気が高い圧

縮性を有することに代表されるように，不飽和土は飽和土

よりも複雑な力学挙動を示すため，より精緻に力学挙動を

把握する必要がある。 

水分特性曲線はサクションと水分量の関係を表し，水分

量として含水比や飽和度，体積含水率などを用いて記述さ

れる（本論文では飽和度を用いて記述する）。本研究では

従来までとは異なり，間隙空気を，間隙水中に封入されサ

クションと無関係な「封入空気」と，連続的に存在しサク

ションと関係する「連続空気」に分けて，水分量（飽和度）

を扱うことを考える。そこで，封入空気と連続空気の存在

量を把握することを目的として，間隙空気を二酸化炭素

（以後，CO2と呼ぶ）に置き換えた実験を行う。すなわち，

不飽和土において，封入された間隙 CO2が間隙水に完全溶

解することを仮定し，通常の空気の場合と比較することで，

封入空気量の把握を試みた。 

 

2. 実験条件 

 

2.1 土試料 

実験に用いた土試料は非塑性シルト（DL クレイ）であ

り，その粒径加積曲線を図 1 に示す。また，その土粒子

密度は 2.70g/cm3であった。 
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図 1 粒径加積曲線 

 

2.2 実験機の概要 

不飽和三軸試験機に関して，供試体下端に微細多孔質膜

第30回中部地盤工学シンポジウム
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1)，上端に撥水性を持つポリフロンフィルタを用い，間隙

水と間隙空気の経路を分離し，サクションを制御した。こ

こで，本実験で制御するサクションが常に 20kPa 以下で低

サクションであることから，微細多孔質膜が正常に機能す

ると判断した。また，供試体の体積変化量は，内セルの水

位変化量から算出した。さらに，実験に用いるゴムスリー

ブは，通常用いる天然ゴム製のものではなく，より CO2

を透過しにくいクロロプレン製のものとした。 

 

2.3 実験手順 

小高ら2)3)の実験手順を参照した。本研究での CO2 を用

いた場合の基本的な実験手順は次の通りである。(i)含水比

20%になるように調整した試料を用いて，間隙比 1.19，飽

和度 46%の不飽和供試体を作製した（初期サクションは約

20kPa）。(ii)供試体を三軸試験機に設置し，排気非排水条

件下で供試体上端の経路から CO2をゆっくりと通した。こ

こで，供試体下端のメンブレンを数 mm 程度折り返すこと

で，供試体にもとから存在していた空気を供試体下部から

追い出し，CO2 に置換した。(iii)セル圧を 20kPa まで上昇

させた後，セル圧と CO2圧を同時に 50kPa 上昇させた。そ

の後 10 分間放置したうえで，セル圧を 150kPa まで上昇さ

せ，基底応力を 100kPa とした。なお，この過程において

CO2圧が高い場合，実験機解体時に圧力の減少に伴い，水

に溶解していた CO2が析出し，上部の空気側の経路に水が

流れ込み，実験終了時の供試体の含水比測定が困難になる

ため，本研究では CO2圧は比較的低めの 50kPa とした。(iv)

所定のサクション（0，7kPa の 2 ケース）となるように水

圧のみを変化させた。供試体の初期のサクションが約

20kPa であるため，供試体は吸水する。 

なお，空気を用いた場合の実験概要は，上述の(ii)を行

わないものの，その他の過程は同じである。 

 

2.4 サクション作用時における排気条件の検討 

従来の空気を用いる実験では，一定のサクションを作用

させる場合，空気圧一定の排気（・排水）条件で実験を行

う。本実験では，予め供試体の間隙空気が CO2に置換され

ており，吸水時に封入される CO2は脱気水に溶けることを

想定している。これにより，通常の空気の場合よりも吸水

量が多くなるという予測の下，まずは排気条件下でサクシ

ョン 0kPa を作用させた。この時の吸水量の経時変化を図 

2 に示す。空気の場合と CO2 の場合で吸水量にほとんど差

が見られないことがわかる。これは，排気条件下でサクシ

ョン 0kPa を作用したため，CO2 が吸水した脱気水に溶け

ながら，常に新しい CO2が供給され続けていたからだと考

えられる。 

そこで，当初から供試体の間隙内に存在していた CO2

のみを，吸水した脱気水に溶かすことを念頭に，非排気条

件下でサクション 0kPa を作用させた実験の結果を図 3 に

示す。なお，比較として空気の場合の排水条件下での吸水

量も再掲する。これより，非排気条件下であるにもかかわ

らず，CO2を用いた試験では，排気条件下で空気を用いた 
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図 2 排気条件下での吸水量の比較 

0 100 200 300
0

10

20

30

40

50

 CO2（非排気）
 空気

時間 [min]

吸
水
量

 [
cm

3 ]

 

図 3 非排水条件下での吸水量の比較 

 

試験結果と比較して，吸水量が増えたことがわかる。これ

より，間隙空気を CO2に置換した実験から封入空気量を把

握するには，当初から供試体の間隙内に存在していた CO2

のみを対象とする必要があるため，非排気条件下でサクシ

ョンを作用させる必要があることが分かった。従って，こ

れ以降，非排気条件下でサクションを作用することとした。 

 

3. CO2を用いた不飽和シルトの保水性試験 

 

サクション 0kPaおよび 7kPaを作用させる場合について，

各段階での間隙比・飽和度を表 1 および表 2 にそれぞれ

示す。ここから，サクション作用前までの過程で，CO2を

用いた場合と空気を用いた場合で，供試体の間隙比や飽和

度はほぼ変わらないことがわかる。これは，サクション作

用後の供試体の変化に占める，作用前の状態による差は小

さいことを意味する。 

 

表 1 各段階での間隙比・飽和度（サクション0kPa） 

 
飽和度(%) 間隙比 

CO2 空気 CO2 空気 

初期状態 44.7 47.2 1.19 1.19 

基底応力 100kPa 載荷後 47.3 49.8 1.12 1.12 

サクション作用放置後 90.1 81.9 1.02 1.05 

 

表 2 各段階での間隙比・飽和度（サクション7kPa） 

 
飽和度(%) 間隙比 

CO2 空気 CO2 空気 

初期状態 46.6 46.6 1.19 1.19 

基底応力 100kPa 載荷後 49.6 49.1 1.11 1.13 

サクション作用放置後 70.0 60.1 1.09 1.11 
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3.1 サクション 0kPa を作用させた場合の実験結果 

サクション 0kPa を作用させる場合の背圧の経時変化を

図 4 に示す。なお，空気を用いた場合は，CO2を用いた場

合と同じような背圧挙動となるよう，手動で操作した。ま

た，この時の吸水量，体積ひずみ（圧縮を正）の経時変化

を図 5 に示す。吸水量および体積ひずみは，サクション

作用直前の供試体体積で除した値を用いている。 
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図 4 サクション0kPa での背圧の経時変化 

 

図 5 より，CO2を用いた場合の方が，空気を用いた場合

よりも吸水量が多くなっていることがわかる。これは，吸

水した水に封入空気として存在する CO2 が溶けて，水に置

き換わったためであると考えられる。また，CO2を用いた

場合，体積ひずみも大きくなっていることがわかる。これ

は吸水量が多いことにより，吸水コラプスによる圧縮量が

大きくなったためであると考えられる。さらに，空気を用

いた場合には，サクション変化後 1 日（1440min）経過し

た段階で，吸水量および体積圧縮量が概ね収束しているの

に対し，CO2 を用いた場合では収束していない。これは，

CO2 の水に溶ける速度の遅さに起因しているものと考察

される。これに対し，理論上は CO2 を用いたサクション

0kPa の試験では，サクション作用後に十分な時間が経て

ば飽和度は 100%に達し，吸水量および体積圧縮量は収束

すると考えられる。しかし，前述のように CO2の溶解速度

はかなり遅く，また，長時間の試験になると，CO2がゴム

スリーブを透過する可能性がより上がってしまうため，今

後，試験時間に関するより詳細な検討が必要である。 

 

3.2 サクション 7kPa を作用させた場合の実験結果 

サクション 7kPa を作用させる場合の吸水量，体積ひず

みの経時変化を図 6 に示す。 
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図 5 サクション0kPa での実験結果 
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図 6 サクション7kPa での実験結果 
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図 6 より，本実験では，サクション 0kPa を作用させる

場合と同様の傾向の結果を得ることができたと考える。サ

クション 0kPa の場合と比べて，CO2 を用いた場合と空気

を用いた場合の両者で吸水量が減ったことは，不飽和土の

水分特性によるものだと考えられる。また，それに伴って

コラプス現象による体積圧縮量も小さくなっている。また，

本実験では，CO2を用いた場合と空気を用いた場合の両者

でおよそ 1000min 経過時に吸水量および体積圧縮量が収

束していることがわかる。 

また，空気の場合と CO2の場合の吸水量の差を考えると，

サクション 7kPaよりもサクション 0kPaの時の方が大きく

なっている。ここから，サクション 0kPa の不飽和土の方

がより多くの封入空気を含んでいることが分かった。 

 

4. おわりに 

 

本研究では，間隙空気を CO2 に置き換えた実験を行った。

まず，CO2を用いる場合のサクション変化時の排気条件に

ついて検討を行った。その結果，非排気条件下でサクショ

ンを作用させることにより，供試体にもとから存在してい

た CO2のみを吸水した脱気水に溶解させ，飽和度が高くな

ることを示した。 

また，サクション付与以前の過程で，空気の場合と CO2

の場合の比較から，CO2は供試体の間隙比や飽和度に影響

を与えないことを示した。従って本研究で用いた方法は，

サクション作用後の供試体の変化をより正確に把握でき

る方法であると言える。 

次に，サクション 0kPa，7kPa をそれぞれ作用させた実

験を行った。その結果，いずれのサクションによる試験で

も，CO2を用いた場合は，間隙水に封入された CO2が間隙

水に溶解することで，より飽和度が上がることを示した。

特に，サクション 0kPa を作用させる場合には，より長時

間かけて実験を行うことで，CO2を用いた場合と空気を用

いた場合の試験結果の差が大きくなると予想される。 

以上から，本研究で行った間隙空気を CO2 に置き換える

方法により，不飽和土供試体の封入空気量を把握すること

ができると考える。しかし，最終段階で間隙比が等しくな

らず，単純な吸水量差のみで封入空気量を判断できないこ

と，また，CO2の溶解速度の遅さやゴムスリーブ透過の可

能性なども考慮して，より詳細に試験時間を決める必要が

あることなど，課題も残った。 

今後は，上記の課題について検討を行った後，間隙比や

サクションを変えながら引き続き試験を行っていく予定

である。そして，最終的には，封入空気と連続空気の遷移

を把握し，より精緻な水分特性の理解に繋げていきたい。 
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人工軟岩力学挙動のモデル化および地層処分のモデル実験への適応

Modeling of mechanical behavior of artificial rock and its application in simulating
model test of geological repository of HLRW
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概   要

地層処分を行う場合、高レベル放射性廃棄物からの発熱により周辺岩盤の長期安定性が懸念されている。人工バリア

に関する研究が多くなされているが、天然バリアに関する研究はまだ十分とはいえない。処分場周辺岩盤への温度の影響

を定量的に評価できる解析手法の確立が必要である。本研究では、まず異なる温度環境下で人工軟岩を用いた三軸圧縮・

クリープ試験を実施し、その力学特性を要素レベルで把握した。次に、人工軟岩を用いた熱連成地層処分トンネル模型試

験を行い、その長期安定性をモデルスケールで調べた。さらに人工軟岩の要素レベルでの熱弾塑性挙動を精度よく表現す

るために、構造・密度効果を考慮した熱弾粘塑性構成式を新たに提案し、その妥当性を要素試験で得られたデータを用い

て検証した。最後に、新しい構成式に基づいた 2 次元 FEM 解析を実施し、人工軟岩を用いた模型試験の再現を試み、提

案する解析手法の適応性を検証する。

キーワード：地層処分、人工軟岩、熱弾粘塑性構成式、モデル実験、長期安定性

1. はじめに

原子力発電後に発生する高レベル放射性廃棄物の処分

方法として地下 300m以深の安定な岩盤への地層処分が検

討されている 1)が、解決しなければならない問題が多く存

在する。亀裂が少なく透水性の低い堆積軟岩は天然バリア

の候補であるが、堆積軟岩を天然バリアとして地層処分を

行う場合、高レベル放射性廃棄物からの発熱により周辺地

盤の長期安定性が脅かされることが懸念されている。人工

バリアに関する研究が多くなされているが、天然バリアに

関する研究はまだ十分とは言えず、処分場周辺地盤への温

度の影響を定量的に評価できる解析手法の確立が必要と

されている。本研究では、熱連成トンネル模型試験と、新

しく提案された「構造・密度効果を考慮した熱弾粘塑性構

成式」に基づく 2 次元 FEM 解析を実施することにより、

解析手法の妥当性について検証する。モデル実験を実施す

るにあたって、既往の研究を参考に人工軟岩を用いるため、

まずは要素試験として異なる温度環境下における三軸圧

縮・クリープ試験を実施し、材料特性を把握する。次に要

素試験で得られたデータに基づき、要素シミュレーション

により、人工軟岩の材料パラメータを決定する。その後、

人工軟岩を用いたトンネル模型試験とその FEM 解析によ

る再現を実施し、新しい提案した構成式に基づく数値解析

手法の境界値問題への適用性を検証する。

2. 構造・密度効果を考慮した軟岩の熱弾粘塑性構

成式

本節では新しく提案した、構造・密度効果を考慮した軟

岩の熱弾粘塑性構成式の概要について述べる。本構成式で

は、温度変化に起因する等価応力 3)の概念を用いる。また、

地盤材料の熱環境下における多くの実験で、温度が上昇す

ると初期圧密降伏応力と構造が減少することが確認され

ることから、構造および過圧密に関する状態変数に温度の

影響を適切に評価するために、新たらしい温度依存性パラ

メータを導入した。

2.1 等価応力の概念

等価応力の概念は zhang and Zhang1)により提案されてお

り、その基本概念を簡単に紹介する。平均有效主応力 ms
の下、温度が 0q からq に変化した場合発生した弾性体積

ひずみは e
v

qeD である。一方、平均有效主応力 ms の増分

msD が引き起こす弾性体積ひずみは
e
veD である。もし

e
v

qeD と
e
veD が等しくなると、温度増分(q  - 0q  )と応力増

分 msD が材料にもたらす体積ひずみの効果が同様となり、

これが等価の意味である。その時の応力増分 msD （ある

いは msD % ）は温度変化による等価応力増分を言う。その

概念を図-1 に示す。
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図-1 温度変化による等価応力増分の概念

凍土を除けば通常考えられる土の温度範囲は 0~100℃
として、参考温度 0q を地球の平均温度である15℃とする。

従って温度変化による弾性体積ひずみ
e
v

qeD は次式で表さ

れる：
e

03 ( )v t
qe a q qD = -  (1)

ここに、 ta は材料的熱線膨張係数であり、土質力学で

は圧縮を正とする。従って ta は負の値を取る。

一方、温度変化による等価応力増分により生み出した

弾性体積ひずみは次式で表される：

e

0

ln
1

m m
v

me
s sk

e
s
+ D

D =
+

% (2)

ここに、
e
veD 等価応力の変化がもたらした弾性体積ひ

ずみ増分である、 ms は現時点の実平均有効主応力で、k

は膨潤指数である。 0e は参考応力(本研究では 98kPa の値

を取っている)時の間隙比である。温度変化による等価応

力増分の定義より、
e
v

qeD = e
veD が成り立つことで、式(1)、

(2)にとり、下記の等価応力を求めることができる。

( )( )0 03 1
exp ijij

t
m

ea q q
d

k
s s

é ù- +
ê ú
ë û

=%  (3)

2.2 構造・密度効果を考慮した軟岩の熱弾粘塑性構成式の

誘導

 まず、図-4に、tij応力空間 2) にある下負荷面 fs 3)、正規

降伏面 f、上負荷面 fu 4) の各降伏関数を示す。図-4にある

各記号の意味は以下に示すとおりである：

tN ：平均応力

tS ：偏差応力

tN0 ：初期の平均応力

tN1 ：fs 上かつ tS=0 での平均応力

tN1e ：f 上かつ tS=0 での平均応力

tN1S：fs 上かつ tS=0 での平均応力

である。ここで、下負荷面理論の式

図-2実応力のみで引き起こす体積ひずみ

図-3温度変化で引き起こす体積ひずみ

fs

fu

f

(tN,x)

tN0 tN1 tN1StN1e
tN

tS

図-4 各降伏面の概念

下負荷面 fs は下記の式で表される。

1

ln ( ) 0N
s

N

tf x
t

z= + = (4)

上式を下記のように書き換える。

1

0 0

ln ( ) ln 0NN
s

N N

ttf x
t t

z= + - =  (5)

図-5 ln Ne t- 関係

図-5より、次式が得られる、

1 1

1 1

( ) ln ( ) ln , (0 1)
S S

N N

N N

t t
R R R

t t
r l k l k= - - = - - = £ £　  (6)
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1 1

1 1

* * *( ) ln ( ) ln , , (0 1)e e

S S

N N

N N

t t
R R R

t t
r l k l k= - - = - - £ £=

 (7)

ここに、R は図-5 に示すように上負荷面に対する下負荷

面の相似比であるが、土質力学でよく用いられる過圧密比

と下記の関係がある。従来の OCR の定義により、

1

1

*
eN

N

t ROCR
t R

= = (8)

となる。従って、Rと R* は式(8)のような関係で結ばれる。

なお N は参考間隙比といい、ある参考平均応力 0Nt に対

応する間隙比である。

多くの地盤材料の熱環境下の実験で観察された事実と

して、温度が上昇すると初期圧密降伏応力と構造が減少す

る現象が挙げられる。これらの効果を考慮するために、温

度の効果を考慮した初期圧密降伏応力
1eNt% と高位構造の

降伏応力 1N st% を次式で表す：

( )( )
1 1

0 03 1
exp

e e

t
N Nt

e
t

a q q
k

é ù- +
= ê ú

ë û
% (9)

( )( )0 0
1 1

3 1
exp t

N s N s

e
t t

a q q
k

é ù- +
ê ú
ë

=
û

% (10)

以上の式より、温度効果を考慮した状態変数 R% と
*R% は下

記のように定義される：

1

1S

N

N

t
R

t
=%

%

、 1

1

* *

S

N e
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すなわち、構造に関する状態変数
*R% は温度効果を受けな

いこととしている ( * *R R=% )。これらの結果を用いて式

(5)を書き直すと、
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となる。また体積ひずみ ve p
も、
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式(11)は下記に書き換えられる、
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さらに fs を、
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と仮定すると、式(13)は次式になる、
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となる。また、
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dR% , *dR にはそれぞれ以下の発展式を採用する：
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ただし、
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であり、無次元の時間関数である。Lは次式で求められ

る、
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である。本構成式に 10 個の材料パラメータが含まれてい

る。異なる温度環境下の三軸圧縮・クリープ試験によりそ

の値を決めることが出来る。

3. 人工軟岩の材料特性

本研究では、模型地盤材料として既往の研究 2)を参考

に人工軟岩を用いる。人工軟岩は軟岩の特徴的な挙動（ひ

ずみ軟化やひずみ速度効果、クリープなど）を模擬するこ

とができ、作製が容易で試料のばらつきが少ないという特

徴を持つ。表-1 にその配合比を示す。養生期間は別途実

施の一軸圧縮試験結果より 1 週間とした。

表-1 人工軟岩の配合比

配合比

(重量比)

固化材 添加材

水

遅延剤

石膏

(A 級)
珪藻土

クエン酸三ナトリ

ウムニ水和物

1.0 0.75 1.0 0.010

人工軟岩の要素レベルでの挙動を把握するために、セル

内の温度制御が可能な高温中容量三軸試験機（温度制御

90℃まで、拘束圧 10MPa）を用いて、異なる温度環境下で

三軸圧縮試験および三軸クリープ試験を実施した。なお、

本試験機は、不飽和試料である人工軟岩の体積ひずみを計

測することを目的として、セル内にインナーチャンバーを

設置した。三軸圧縮試験の試験条件を表-2 に示す。拘束

圧 0.1MPa、0.3MPa のもとで、20℃、40℃、60℃の温度条

件を設定した。また、ひずみ速度効果を調べるために、載

荷速度の異なる試験も拘束圧 0.1MPa、20℃の温度の条件

下で実施した。三軸クリープ試験の試験条件を表-3 に示

す。拘束圧、温度条件は三軸圧縮試験と同様である。応力

制御によりクリープ荷重まで載荷した後、荷重を保持する。
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クリープ試験載荷仮定での載荷速度は三軸圧縮試験の載

荷速度と同様に設定した。クリープ荷重は全拘束圧におい

て、60℃の三軸圧縮試験で得た最大軸差応力の 95%に設定

した。また、試料全体の温度を均一になるように、環境温

度は載荷開始前に 10 時間以上与えた。

表-2 三軸圧縮試験の試験条件

Case No. 拘束圧[MPa] 温度 [℃] 載荷速度 [%/min]
1

0.1
20

0.01
2 0.1
3 1
4 40

0.1
5 60
6

0.3
20

0.17 40
8 60

表 3 三軸クリープ試験の試験条件

Case
No.

拘束圧

[MPa]
温度

[℃]
載荷速度

[MPa/min]
クリープ荷重

[MPa]
C1

0.1
20

0.17

1.48C2 40
C3 60
C4

0.3
20

1.81C5 40
C6 60

(a) 実験（s3 =0.1MPa）     (b) 解析（s3 =0.1MPa）

(c) 実験（s3 =0.3MPa）     (d) 解析（s3 =0.3MPa）

(e) 実験（載荷速度効果）     (f) 解析（載荷速度効果）

図-1 異なる温度・載荷速度の環境下での三軸圧縮試験結果と

その要素シミュレーション

三軸圧縮試験の応力・ひずみ関係を図-1 に示す。軟岩

の特徴であるひずみ軟化が確認できる。また、拘束圧の上

昇に伴い軟化が緩やかになり、それに対応して体積ひずみ

は膨張傾向から圧縮傾向に転じる。大谷石などの自然堆積

軟岩（凝灰岩、Green tuff）では温度が上昇するとピーク強

度が低下することが確認されているが、本研究で用いた人

工軟岩においてもその傾向が見られる。載荷速度の違いに

着目すると、軸ひずみ速度が速くなるほどピーク強度が上

昇し、明瞭なピーク値を示していることがわかる。

次に、三軸クリープ試験の軸ひずみ速度・時間関係を図

-2 に示す。軸ひずみ速度が減少する遷移クリープ過程、

一定速度を保つ定常クリープ過程を経て急激に軸ひずみ

速度が増加する加速クリープ過程を確認した。また、温度

の上昇によりクリープ破壊時間が短縮する傾向を示した。

以上の結果より、本研究で使用する人工軟岩は軟岩の特徴

的な挙動を模擬できることが確認でき、模型地盤に使用す

る材料として適切であるといえる。

(a) 実験（s3 =0.1MPa）    (b) 解析（s3 =0.1MPa）

(c) 実験（s3 =0.3MPa）   (d) 解析（s3 =0.3MPa）

図-2 異なる温度環境下での三軸クリープ試験結果とその要素

シミュレーション

4. 要素シミュレーション

本研究で提案する構造・密度効果を考慮した軟岩の熱弾

粘塑性構成式の妥当性を検証するため、人工軟岩の要素試

験データを用いて、要素シミュレーションを実施した。解

析で使用するパラメータを表-4 に示す。比較しやすくた

めに、要素シミュレーションの結果を図 1および図 2 に平

行して示す。

これらの比較図より、解析結果は実験結果を概ね表現で

きていることがわかる。構造の概念を導入したことにより、

拘束圧 0.3MPa で見られる軟化しながら圧縮する挙動を表

現することができた。温度の効果やひずみ速度効果も良く
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表現できているが、拘束圧 0.1MPa の解析結果は実験結果

と比較して体積膨張をやや過大に評価しており、今後の課

題である。以上より、提案する構成式は数少ないパラメー

タ（温度に関するパラメータはわずか 1 個しか使用しな

い）で温度効果を含めた軟岩の挙動を統一的に表現するこ

とが可能となり、その適用性も確認できた。

表 4 解析パラメータ一覧

パラメータ 値

ポアソン比 n 0.37
参考間隙比 eN 1.05
ヤング係数 E [kPa] 225000

極限応力比 Rf
12.05 (s3 =0.1MPa)
6.90 ( s3 =0.3MPa)

塑性圧縮膨潤指数 l-k 0.079
二次圧密係数 a 0.53
時間依存性パラメータ Cn 0.086
ポテンシャル形状パラメータb 1.5
過圧密消散パラメータ mR 0..88
構造喪失パラメータ mR

* 3.50

初期過圧密比 R0
0.029 (s3 =0.1MPa)
0.035 (s3 =0.3MPa)

初期構造 R0
* 0.430 (s3=0.1MPa)

0.165 (s3=0.3MPa)
線膨張率 aT [/℃] 8.0×10-5

5. 人工軟岩を用いたトンネル模型試験および 2 次

元 FEMによる再現解析

地層処分により周辺岩盤の長期安定性をある程度把握

すると同時に、それを定量的に評価するための解析手法の

提案および検証を目的として、人工軟岩を用いたトンネル

模型試験を実施した。トンネル模型と載荷装置を図 3 に示

す。トンネル模型の寸法は、高さ 500mm、幅 500mm、奥

行き 150mm であり、中心部にトンネルとして直径 100mm
の円孔を設けた。各種計測機器の設置箇所を図 4 に示す。

試験中、カンチレバ型変位計によりトンネル壁面の変位を、

ロゼットゲージにより模型供試体表面の偏差ひずみを、白

金測温抵抗体により模型地盤内各位置の温度をそれぞれ

計測した。

図 3 トンネル模型と載荷装置

図 4 計測機器の設置箇所及び壁面各位置の名称

(1) 破壊試験        (2)クリープ試験

図 5 モデル試験の載荷経路

表 5 トンネル模型試験の試験ケース

Case No. 実験の種類 壁面の温度[℃]
1

破壊試験
20

2 60
3

クリープ試験
20

4 60

表 6 トンネル模型試験の載荷過程

実験の種類 ステージ 1 ステージ 2

破壊試験

側圧、上載圧ともに

0.2MPa/min で

0.3MPa まで等方載荷

側圧を 0.3MPa で保持し

ながら上載圧を 0.2MPa
/min で模型全体が破壊す

るまで載荷する

クリープ試験

側圧、上載圧ともに

0.2MPa/min で

0.3MPa まで等方載荷

側圧を 0.3MPa で保持し

ながら上載圧を 0.2MPa
/min で破壊試験で得られ

た最大荷重の 95%まで載

荷した後、保持する

トンネル内を加温する場合は円孔内にカートリッジヒ

ーターを設置する。尚、トンネル壁面を一様な温度を与え

るために、紙製の小型ファンを設置して、トンネル内の空

気を攪拌することで、均一な温度場を確保することができ

た。
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5.1 破壊試験

トンネル模型破壊試験の載荷経路を図 5(1)に、試験条件

および載荷経路を表 5、6 にそれぞれ示す。温度 60℃の試

験（Case2）の場合はステージ 1 の載荷前にヒーターにより

加温し電圧調整器で温度調節することでトンネル壁面を

60℃で保持し、地盤内の温度変化が落ち着いた後に載荷を

開始した。Case1 の試験結果を図 6 に、Case2 の試験結果を

図 7 に示す。両ケースともに壁面は天端が収縮方向、イン

バートが壁面拡大方向に変位する。また、偏差ひずみは上

下肩部で卓越し、スプリングラインでは壁面から遠ざかる

に連れて小さくなる。天端、インバートでは偏差ひずみは

小さい。模型破壊時の上載圧は Case1 では 1.99MPa、Case2
では 1.91MPa であり、壁面を加温するとより小さな上載圧

で模型が破壊することが確認された。

(a) トンネル壁面の変位

(b) 壁面から 10mm の偏差ひずみ

(c) 壁面から 30mm の偏差ひずみ

（左：実験         右：解析）

図 6 Case1 (20℃破壊試験) の結果比較

熱・水・土・空気連成 FEM プログラム「SOFT」5)を用

いて 2 次元 FEM 解析によるトンネル模型試験の再現を試

みた。土の構成モデルは上記で提案した熱弾粘塑性構成式

を用いた。また、本解析では土水連成解析は実施しない。

使用する解析メッシュを図 8に示す。解析メッシュは 861
節点、800 要素により構成されており、境界条件はトンネ

ル半断面の下端面の節点を鉛直方向に固定、右側面の節点

を水平方向固定に設定する。また、温度境界として、トン

ネル壁面の節点に所定の温度を設定する。載荷経路

(a) 模型内温度の時刻歴（天端）

(b) トンネル壁面の変位

(c) 壁面から 10mm の偏差ひずみ

(d) 壁面から 30mm の偏差ひずみ

（左：実験         右：解析）

図 7 Case2 (60℃破壊試験) の結果比較

は実験と同様であるが、解析では計算の安定性を考慮して、

初期状態を 0.1MPa 等方載荷状態とした。使用するパラメ

ータは、要素シミュレーションにおいて拘束圧 0.1MPa の
場合に用いたパラメータである。また、材料の比熱および

熱伝導率は石膏のものを使用する。Case1 の解析結果を図

6 に、Case2 の解析結果を図 7に示す。

解析結果は実験結果の壁面変位や偏差ひずみの挙動の

傾向をある程度表現できている。壁面の変位は定量的に再

現できている。また、提案する構成式に基づいた解析の結

果、構造の概念を導入しない場合と比較して偏差ひずみの

発生量が改善された（本文には過去の解析結果を載せてな

い）。Case2 の再現解析では模型地盤内の温度変化を良く

再現できている。解析における破壊時の上載圧は Case1 で

は 2.27MPa、Case2 では 1.61MPa であり、実験結果と同様

であり、温度が上がると、破壊上載圧が下がり、実験と同

じ傾向を示すことは確認できた。
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図 8 解析メッシュ

5.2 クリープ試験

トンネル模型クリープ試験の載荷経路を図 5(2)に、試

験条件および載荷経路を表 5、6にそれぞれ示す。FEM に

よる再現解析は、破壊試験と全く同じであり、すべての条

件が試験と同様に設定した。また、解析に用いられる FEM
メッシュも同様あり、図 8 に示すとおりである。

図 9 にトンネル周辺における温度の経時変化の実験と

解析結果の比較を示す。解析は実験値を良く再現している

ことは見て取れる。

（左：実験         右：解析）

図 9 Case4 (60℃クリープ) の温度時刻歴結果の比較

(a) トンネル壁面の変位

 (b) 壁面から 10mmの偏差ひずみ

 (c) 壁面から 30mmの偏差ひずみ

（左：実験         右：解析）

図 10 Case3 (20℃クリープ) の結果比較

(a) トンネル壁面の変位

(b) 壁面から 10mm の偏差ひずみ

(c) 壁面から 30mm の偏差ひずみ

（左：実験         右：解析）

図 11 Case4 (60℃クリープ) の結果比較
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図 10 にトンネル周辺地盤の変形とせん断ひずみの実

験・解析結果の比較（20℃クリープ）を示す。トンネル壁

面変位については、各地点の大きさの順番と増加傾向は一

致しているものの、程度の差はやはり大きい。また、せん

断ひずみについても、解析はある程度実験結果を表現でき

るものの、誤差はかなり大きい。特に実験で見られた軟化

によるひずみの再配分（軟化によって経時変化に増加と減

少が時系列的に起きている）が解析では全く見られず、今

後の課題である。一方、クリープ破壊時間については、実

験では 220min となっているが、解析では 9200min まで破

壊が見られなかったため、解析はその時点で打ち切った。

図 11 にトンネル周辺地盤の変形とせん断ひずみの実

験・解析結果の比較（60℃クリープ）を示す。トンネル壁

面変位については、20℃クリープのケースと同様な解析精

度となっているが、偏差ひずみにおいては、解析結果が実

験値より数倍大きく、明らかに過大に評価している。一方、

クリープ破壊時間については、実験値の135 minに対して、

解析では 1090.6 min であった。クリープ破壊時間の予測は

非常に難しいことは改めて認識した。その主な原因は、や

はりモデル試験の 3 次元的力学挙動を無理矢理 2 次元解

析で表現しようとしていることにある。ただし、温度が上

昇すると、破壊時間が短くなる傾向は実験と解析でいずれ

も見られた。

6. まとめ

本研究では、異なる温度環境下で人工軟岩の三軸圧縮・

クリープ要素試験、その力学特性をまず把握した。次に、

構造・密度効果を考慮した熱弾粘塑性構成式を新たに提案

し、その妥当性を要素試験で検証した。さらに人工軟岩を

用いた熱連成地層処分トンネル模型試験を行い、モデル地

盤の長期安定性を調べ、それと同時に、新しい構成式に基

づいた2次元FEM解析も行い、モデル試験の再現を試み、

提案する新しい解析手法の適用性を検証した。

以下の結論が得られた。

1) 異なる温度環境下での三軸圧縮試験・三軸クリープ

試験を実施し、本研究で用いる人工軟岩が軟岩のひ

ずみ軟化挙動、ひずみ速度効果、拘束圧依存性およ

びクリープ挙動や温度効果を模擬できることを確認

できた。

2) 三軸圧縮試験・三軸クリープ試験により、新しく提

案した構造・密度効果を考慮した熱弾粘塑性構成式

を検証した。数少ないパラメータで温度効果を含め

た軟岩の一連の挙動を概ね表現できることを確認で

きた。

3) 人工軟岩を用いた熱連成地層処分トンネル模型試験

を実施した。その結果、温度が上昇すると、破壊試験

においては破壊上載荷重が低くなり、また、クリー

プ試験においては、クリープ破壊時間が短くなるこ

とが確認できた。また、人工軟岩を用いたことで、モ

デル実験の再現性があることも確認できた。

4) 提案する構成式に基づいた 2 次元 FEM 解析により

人工軟岩を用いたトンネル模型試験の再現を試みた。

破壊試験においては、実験結果のトンネル壁面変位

や偏差ひずみの発生の傾向、温度の影響をある程度

表現できる。一方、クリープ試験においては、解析精

度は破壊試験の再現解析精度に及ばず、今後の課題

となる。ただし、温度が上昇すると、破壊時間が短く

なる傾向は実験と同様である。また、クリープ破壊

試験の解析精度の欠如に関する原因としては、やは

りモデル試験の 3 次元的力学挙動を 2 次元解析で表

現しようとしていることにあると考えられる。
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